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報第13号

第 2期滋賀県スポーツ推進計画に基づく施策の実施状況について

滋賀県スポーツ推進条例（平成27年滋賀県条例第60号）第 9 条の規定に基づき、報告する。

令和 5年 9 月20日

滋賀県知事 三 日 月 大 造
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１ 第 2期滋賀県スポーツ推進計画の概要

平成27年12月に公布、施行した滋賀県スポーツ推進条例に基づき、平成30年度から令和 4年

度までの 5年間を計画期間とする「第 2期滋賀県スポーツ推進計画」（以下「推進計画」とい

う。）を平成30年 3 月に策定した。

(1) 目指す姿

すべての県民が身近にスポーツを楽しみ、自ら進んで参画し、互いに連携・協働すること

を通じて、滋賀県民であることに誇りを感じて、幸福で豊かな生活を営むことができる共生

社会の実現 ～スポーツで滋賀を元気に！滋賀の未来を創る！～

(2) 基本方針

Ⅰ スポーツの力で「豊かで健やかな生活」を創る！

Ⅱ スポーツの力で「元気な地域」を創る！

Ⅲ スポーツの力で「感動の滋賀」を創る！

(3) 政策

「人」「地域」「国体・全国障害者スポーツ大会等の開催」の視点から 6つの政策を掲げる。

1 生涯にわたるすべての県民のスポーツ活動の充実

2 スポーツの持つ多様な価値の共有

3 スポーツ施設・環境の充実

4 スポーツを通じた連携・協働による地域の活性化

5 国体・全国障害者スポーツ大会等に向けた競技力向上と競技者の拡大

6 地域の特性を活かした大会レガシーの創出

２ 進行管理

(1) 達成率の算出方法について

推進計画策定時の現状を基準にして、目標数値に対する令和 4年度の達成率を表してい

る。

【（実績－基準）／（目標－基準）×100】

※達成率がマイナスとなったものについては「 0％」、 100 を超えたものについては

「 100 ％」としている。

(2) 評価について

滋賀県基本構想実施計画（第１期）に位置付けがある指標のうち同実施計画の年次目標を

達成しているものは「Ａ」、達成していないものは「Ｂ」として表している。

ただし、同実施計画の年次目標に位置付けがない指標については、令和 4年度が推進計画

の最終年度になることから、 100 ％以上のものは「Ａ」、 100 ％未満のものは「Ｂ」として

表している。
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３ 施策の実施状況

（基本方針Ⅰ）スポーツの力で「豊かで健やかな生活」を創る！

（政策１）生涯にわたるすべての県民のスポーツ活動の充実

【政策目標】

年齢や性別、障害の有無を問わず、すべての県民が「いつでも、どこでも、いつまでも」ス

ポーツを楽しめるよう、スポーツ活動や学校体育の充実を目指す。

計画 現 状 目標 達成 評
指 標

策定時 H30 R元 R2 R3 R4 R4 率(%) 価

Ⅰ スポーツの力で「豊かで健やかな生活」を創る！

指 １ 生涯にわたるすべての県民のスポーツ活動の充実

標

① 成人（男・女） 男 35.6% 39.7% 45.6% 50.1% 55.2% 56.7% 65%以上 71.8 Ｂ

の週 1 回以上の 女 36.8% 40.0% 42.4% 47.4% 48.6% 49.2% 65%以上 44.0 Ｂ

スポーツ実施率 (ともに

H28)

② 子ども（男・ 男

女）の 1週間の 590.7分 586.6分 558.8分 - 527.5分 543.3分 625分 0 Ｂ

運動・スポーツ 女

実施時間（土日 347.2分 341.7分 330.2分 - 313.4分 321.5分 382分 0 Ｂ

を含み、平日授 (ともに

業を除く） H28)

【小学 5 年生】

③ 障害者の週 1回 38.1% - - 28.9% - 38.4% 65%以上 1.1 Ｂ

以上のスポーツ (H29)

実施率

【施策の総括】

成人の週 1回以上のスポーツ実施率は年々上昇しているものの、男女共に目標は達成できず、

また年齢別では20歳台から40歳台までの働き盛りの世代の実施率が低くなっている。

子ども（男・女）の 1週間の運動・スポーツ実施時間については、基本的な感染症対策の実

施や集団での外遊びが敬遠されたことなどにより、前年度と比べて微増にとどまっている。

障害者の週 1回以上のスポーツ実施率は、スポーツ推進計画の策定時から微増にとどまり、

意識調査では「体力がない」「どこで・どんなスポーツができるか情報が得られない」といっ

た回答が多い。
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生涯にわたるすべての県民のスポーツ活動の充実に向けて、成人では働き盛りの世代や女性

を対象に健康づくりと関連付けた取組の実施、子どもたちには体育・保健体育の授業の改善や

運動部活動等の充実、障害者にはさらなるスポーツの機会の提供に努める。また、自宅等で取

り組むことができる運動・スポーツやそれらの健康面への効果等について積極的に情報発信し、

運動習慣の定着を図る。

【施策の実施状況および今後の方向性】

（1）県民総スポーツの機会づくりの推進（条例第10条、第11条）

ア 施策の実施状況

県民の誰もが参加できる「滋賀県民総スポーツの祭典」は、新型コロナウイルス感染症

対策を講じながら県民体育大会や障害者スポーツ大会などが年間を通じて開催された。参

加者数の減少等により一部競技が中止となったが、 162 種目中 156 種目が開催され、前年

から約 9,000 人増となる31,441人の参加があった。

イ 施策の今後の方向性

滋賀県民総スポーツの祭典をより一層多くの方々に参加していただける大会にしていく

必要があるが、参加者の固定化等が課題である。様々な世代の方が参加できるよう、親子

で参加できる部門を創設するなど内容の充実を図るとともに、さらなる取組について、市

町や競技団体等で構成される滋賀県民スポーツ大会検討委員会等で議論を進める。

（2）幼児期からの運動（遊び）・スポーツ活動の充実（条例第13条、第14条）

ア 施策の実施状況

県教育委員会と文化スポーツ部が連携し、公益財団法人滋賀県スポーツ協会（以下「県

スポーツ協会」という。）等の協力も得て、子どもの運動遊びプログラムの普及啓発に取

り組むなど、幼児の運動能力の伸長に努めた。また、総合型地域スポーツクラブ（以下

「総合型クラブ」という。）と連携を図り、外部講師を招へいした運動教室を開催するな

ど、子どもたちが自発的に遊びを実践する場を設定した。一方で、幼児の運動能力調査の

結果は、 4、 5 歳児の男女とも総合的な運動能力数値が令和 3年度よりも低い結果となっ

た。

イ 施策の今後の方向性

幼児の運動能力の向上を図るため、県スポーツ協会等と連携しながら運動遊びプログラ

ムの普及啓発に取り組む。

幼稚園、小学校等と連携して幼児や小学生の運動能力、運動習慣を調査し、実態を把握

する。また、幼稚園および小学校に健康運動指導士を派遣し、保健と体育を関連付けた運

動教室（エンジョイ運動教室）の実施を通して、園児・児童・保護者・教職員の運動に対

する関心を高め、運動や健康意欲の向上を図る。

小学校においては「体育の宿題」や「チャレンジランキング（お家でもチャレンジ）」、

令和 3年度から実施している「元気アップチャンネル」等を通じて、学校生活だけでなく、
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家庭においても子どもの運動に対する興味・関心を高める取組の強化に努める。また、幼

稚園、小中学校等において共通した教材での研修会を実施し、運動習慣化・愛好的態度の

育成に向けた取組に努める。

（3）小・中学校における体育・保健体育の授業の充実（条例第14条）

ア 施策の実施状況

小学校では、県教育委員会と県総合教育センターが連携して作成した『「新体力テスト」

「新・分析支援システム」』を活用して、教員が学校・学級の体力分析を行い、事例集な

どを参考に授業の充実を図った。

中学校では、新学習指導要領に即した授業改善を推進するとともに、「滋賀モデル（単

元ごとの指導計画等）」として授業改善の枠組みを作成し、運動への愛好的な態度の育成

と体力の向上を重視するよう、学校訪問を行い授業者への助言等を行った。

イ 施策の今後の方向性

小学校では、県教育委員会の指導主事や県内大学の教員等の外部講師が、小学校を訪問

し、研修会や運動教室「楽しく運動推進事業（授業力アップ講座、元気アップ・スキルア

ップ研修会、エンジョイ運動教室）」を実施し、運動や体育の愛好的態度を育むとともに

授業改善を図る。

中学校では、学習指導の質の向上と主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業づく

りができるよう、学校訪問を行い、授業の分析と改善をサポートしていく。

（4）中学・高校における運動部活動の活性化（条例第14条）

ア 施策の実施状況

運動部活動については、前年度同様、基本的な感染症対策を徹底しつつ、試合や練習活

動等に努めた。

滋賀県中学校体育連盟主催の大会、滋賀県高等学校体育連盟主催の大会は、ともに新型

コロナウイルス感染症の感染防止対策を講じたうえで年間の行事予定どおり開催された。

また全国高等学校野球選手権滋賀大会も感染防止対策を図りながら開催された。

部活動指導員を市町立中学校57人（41校）、県立学校37人（26校）配置し、部活動の指

導体制の充実を図った。また、中学校・高等学校の教員を対象に、体罰防止および合理的

・科学的指導方法の普及を目的とした研修会を開催した。（参加者 111 人）

また、学校部活動が生徒にとって望ましいスポーツ・文化芸術環境となるよう、適正な

運営や効率的・効果的な活動の推進とともに、学校部活動の地域連携や地域の運営団体・

実施主体による地域スポーツ・文化クラブ活動への移行に取り組むべく、スポーツ庁で

「学校部活動および新たな地域クラブの在り方等に関する総合的なガイドライン」が策定

された。当ガイドラインを踏まえ、部活動が地域、学校、競技・部門・種目等に応じた多

様な形で最適に実施されるよう、令和 5年 3 月に「部活動の指導について」を改訂した。

部活動の地域移行に関する検討会や市町との意見交換会等を開催し、課題や方向性につ

いて検討するとともに、公立中学校における休日の部活動実践研究事業を彦根市、米原市
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で実施した。

イ 施策の今後の方向性

部活動指導員の配置については、運動部員が合理的・科学的な指導を受ける効果や教員

（顧問）の働き方改革への寄与のほか、地域と連携した運動部活動の展開が期待できるこ

とから、学校や市町教育委員会の意向を踏まえて、拡充できるよう検討する。

教員（顧問）や部活動指導員を対象に体罰根絶の意識を根付かせ、合理的・科学的な活

動を実践するための研修を継続的に実施する。

公立中学校の部活動の地域移行について、少子化の中でもスポーツに継続して親しむこ

とができるよう、国のガイドラインを踏まえ、部活動の地域移行に関する協議会で県の方

針と推進に向けた具体的な内容等について検討し、市町や関係機関等と連携を図り取り組

んでいく。

（5）障害のある人の参加機会の拡大（条例第15条）

ア 施策の実施状況

障害者（児）が身近な地域でスポーツに親しむことができるよう、総合型クラブおよび

市町障害者スポーツ協会に委託し、障害者スポーツ教室を実施（16団体、参加者のべ

1,616 人）した。

例年開催している滋賀県障害者スポーツ大会は新型コロナウイルス感染症感染防止対策

をとりながら、全国障害者スポーツ大会選考会の部として、個人 7競技、団体 3競技を開

催（参加者のべ 604 人）するとともに、誰もが気軽にスポーツに親しめるスポーツフェス

タの部では 4競技を実施（参加者のべ 210 人）した。

身近な地域で障害者スポーツを体験できる「スペシャルスポーツの広場」は、県内 4市

（長浜市、栗東市、高島市、東近江市）でのべ12回開催したところ 628 人の参加があった。

一部の会場では、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、参加者数を制限せざる

を得なかったが、会場スタッフからも充実してきているとの声をいただいている。

イ 施策の今後の方向性

総合型クラブや市町障害者スポーツ協会等を地域の活動拠点の一つとして位置付け、こ

れまで障害者スポーツ教室に取り組んできたノウハウを共有し、障害者スポーツに取り組

む団体を増やすほか、障害者スポーツに取り組める活動拠点の情報を地域の障害のある人

に提供できる体制を整備する。

障害者スポーツの体験会や施設管理者等を集めた講習会などを通じ、障害者スポーツの

裾野の拡大を図る。

「スペシャルスポーツの広場」については、より身近な地域で開催できるよう、これま

での会場に加え、彦根市でも開催する（回数は変更なし）。滋賀県障害者スポーツ大会等

への若年層の参加を増やすため、引き続き特別支援学校等との連携を進めていく。

（6）女性の参加機会の拡大（条例第11条）

ア 施策の実施状況
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健康増進アプリを活用したバーチャルウォーキングキャンペーンや、県内の観光資源を

活用した実地ウォーキングイベントを実施した。また、親と子の運動遊びの一助となるプ

ログラムを県のホームページ等を通じて活用を促したほか、県スポーツ協会等の開催する

親子の運動遊びイベントに参画し、運動遊びプログラムの普及啓発に取り組んだ。

イ 施策の今後の方向性

成人女性のスポーツ実施率が低いことから、女性のライフスタイル等を踏まえた取組や

啓発を引き続き推進する。また、女性の視点や意見が施策等に反映されるよう、県スポー

ツ協会等と連携しながら女性の指導者や委員等の参画を促進し、スポーツにおける女性活

躍を推進していく。

（7）中高年の運動習慣定着化の推進（条例第12条）

ア 施策の実施状況

働き盛りの世代等を対象に、運動・スポーツに取り組むきっかけづくりや習慣化を目的

として、誰もが気軽に取り組めるウォーキングを軸に健康増進アプリを活用したバーチャ

ルウォーキングキャンペーンや、県内の観光資源を活用した実地ウォーキングイベントを

実施した。（参加者のべ 706 人）

イ 施策の今後の方向性

ウォーキングイベントの開催等を通じて参加者個人にアプローチしてきたため、事業実

施後の運動・スポーツの習慣化につなげにくく、継続性に課題があったことを踏まえ、県

内の大学や企業等とも連携を図り、朝礼時や昼休み、退勤時に手軽に体を動かす仕組みを

構築し、自然と体を動かしながら運動効果を実感できる環境づくりに取り組む。

（政策２）スポーツの持つ多様な価値の共有

【政策目標】

スポーツから得られる勇気や社会の絆、さらには共生社会、健康長寿社会の実現、経済・地

域の活性化等に結びつくスポーツの持つ多様な価値の発信と共有を目指す。

計画 現 状 目標 達成 評
指 標

策定時 H30 R元 R2 R3 R4 R4 率(%) 価

Ⅰ スポーツの力で「豊かで健やかな生活」を創る！

指 ２ スポーツの持つ多様な価値の共有

標

④ しがスポーツ大 26者 34者 38者 40者 48者 50者 50者 100 Ａ

使の就任数 (H28) 以上
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⑤ アスリートを採 32社 32社 39社 44社 46社 53社 45社 100 Ａ

用した県内企業 (H28) 以上

数

⑥ スポーツボラン 334人 1,789 3,379 3,629 3,823 4,115 2,000人 100 Ａ

ティア登録者数 (H28) 人 人 人 人 人 以上

（本県ボランテ

ィア登録システ

ム利用）

【施策の総括】

しがスポーツ大使の就任数は、新たに 2者委嘱した結果、計50者となり、大使からのメッセ

ージや、子どもたちとの交流、大使の活躍を通じてスポーツの多様な価値を発信した。

アスリートを採用した県内企業は 7社増加し53社となった。なお、県競技力向上対策本部が

立ち上げた職業紹介所「ＳＨＩＧＡアスリートナビ」などを活用した結果、令和 5年 4 月の入

社選手計33人の就職につなげることができた。

スポーツボランティア登録者数は、ボランティアを確保・育成する「ゲームコンダクターＳ

ＨＩＧＡ」を通じて順調に推移している。

スポーツの持つ多様な価値の共有に向けて、しがスポーツ大使との交流の促進、県内企業へ

のアスリート等の採用の働きかけ、ボランティア活動の魅力等を積極的に発信していく。

【施策の実施状況および今後の方向性】

(1) スポーツの持つ多様な価値の発信（条例第11条、第21条）

ア 施策の実施状況

スポーツに関する情報を総合的に発信するサイト「しがスポーツナビ！」に、本県ゆか

りの選手のインタビューや「平和堂ＨＡＴＯスタジアム」等の新施設の紹介動画を掲載し

たほか、障害者スポーツ特設サイトを新設した。（アクセス数79,487件）

イ 施策の今後の方向性

より多くの方々にスポーツの魅力を届けられるよう、ホームページやＳＮＳで話題性の

高い情報をタイムリーに発信するほか、イベントカレンダーで県内のプロスポーツチーム

等の試合予定を集約するなど、スポーツを「する」「みる」「支える」ための情報を迅速

かつ柔軟に発信する。

(2) トップアスリートとの交流機会の創出（条例第11条）

ア 施策の実施状況
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滋賀ゆかりの選手・チーム 2者にしがスポーツ大使に就任いただいた。また、しがスポ

ーツ大使を招へいしたスポーツの魅力を伝える講演会や、培ってこられた技術を伝える教

室等への取組に対して補助を行うことで、県民との交流を促進した。（実施件数28件、参

加者 6,356 人）

「ＳＨＩＧＡアスリートナビ」による県内企業への就職斡旋、県スポーツ協会が雇用主

体となる「スポーツ特別指導員配置事業」により、トップアスリートの獲得に努めた。

（令和 5年 4月入社 協力企業33人、スポーツ特別指導員19人）

イ 施策の今後の方向性

しがスポーツ大使にスポーツの魅力発信に貢献いただくとともに、引き続きトップアス

リートと県民との交流機会の創出を図る。

「ＳＨＩＧＡアスリートナビ」のさらなる周知に努め、企業と選手とのマッチングをサ

ポートしてアスリート採用企業数の拡充に努めるとともに、県スポーツ協会による「スポ

ーツ特別指導員」の雇用を活用し、トップアスリートの獲得を促進する。

(3) スポーツイベント等におけるボランティア活動の応援・促進（条例第18条）

ア 施策の実施状況

県内で開催する大型スポーツイベント等に向け、スポーツボランティアを確保・育成す

る「ゲームコンダクターＳＨＩＧＡ」に、令和 4年度末時点で累積 4,115 人にボランティ

ア登録をいただいた。

スポーツボランティア文化の定着を図ることを目的に、行政やプロスポーツ団体等で構

成された「しがスポーツボランティア協議会」がボランティアに関する基礎知識や救命救

急講習など多様なジャンルの研修を実施（研修実施回数12回）したほか、各種団体等が主

催する大会やイベント等について活動の場を提供した（活動者数のべ 893 人）。また、オ

リンピック 4大会連続出場の福士加代子氏をゲストに招き、ボランティア同士の交流会を

開催したことにより、活動促進につながる機運の創出ができた。

さらに、ボランティア活動参加のきっかけとするため、実際の活動の様子を紹介するＰ

Ｒ動画を作成し、ホームページ等で公開した。

イ 施策の今後の方向性

今後予定されている大規模スポーツイベントでボランティアとして活躍していただくた

めに、研修等を通じてスポーツボランティアの養成を進めていくとともに、多くの経験を

積んでいただけるよう、多様なスポーツイベントでの活動機会の提供に取り組んでいく。

（基本方針Ⅱ）スポーツの力で「元気な地域」を創る！

（政策３）スポーツ施設・環境の充実

【政策目標】

県民が気軽にスポーツに親しむことができるよう「する」「みる」「支える（育てる）」ス

ポーツ環境の充実を図る。
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計画 現 状 目標 達成 評
指 標

策定時 H30 R元 R2 R3 R4 R4 率(%) 価

Ⅱ スポーツの力で「元気な地域」を創る！

指 ３ スポーツ施設・環境の充実

標

⑦ 総合型クラブで 267人 229人 280人 283人 396人 447人 370人 100 Ａ

指導する有資格 (H28) 以上

スポーツ指導者

数

⑧ 県内の公共スポ 6,617, 5,826, 5,699, 3,483, 4,110, 5,146, 7,300, 0 Ｂ

ーツ施設の利用 409人 776人 024人 340人 524人 796人 000人

者数 (H26) 以上

【施策の総括】

令和 4年度から総合型地域スポーツクラブ全国協議会等が運営する総合型クラブの登録・認

証制度への申請が始まり、各クラブで指導者資格取得に対する意識が高まったことによりスタ

ッフ等の資格取得が進み、目標者数を達成することができた。

県内の公共スポーツ施設の利用者数は、新型コロナウイルス感染症対策の緩和等に伴い、前

年度に比べ増加しているものの、平成30年度と比較して約 9割の回復にとどまっている。スポ

ーツ施設・環境の充実に向けて、引き続き、わたＳＨＩＧＡ輝く国スポ・障スポに向けた施設

整備を着実に進めていくとともに、既存施設についても多様な利用者が安心して利用できるよ

う環境整備を進め、利用者のニーズにあった施設の運営に努めていく。

【施策の実施状況および今後の方向性】

(1) 地域スポーツクラブの育成（条例第17条）

ア 施策の実施状況

一人ひとりの興味関心や競技レベルに合わせて様々なスポーツに触れる機会を提供する

地域密着型の総合型クラブを育成・支援するため、アシスタントマネージャー研修会を開

催するほか、クラブアドバイザーを総合型クラブに派遣し運営や活動に対して助言等を行

った。また、令和 4年度から総合型クラブの登録・認証制度が始まり、県内55クラブのう

ち25クラブが申請し、すべて登録された。

イ 施策の今後の方向性
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総合型クラブの自主的かつ自立的な運営に向けて、後継者の確保や指導者の育成を図る。

また、総合型クラブ登録・認証制度の申請を引き続き促すとともに、県教育委員会が中心

となって検討を進めている運動部活動の地域移行について情報共有や議論に努め、関係機

関と連携を図りながら各事業を推進していく。

(2) スポーツ少年団の育成（条例第13条）

ア 施策の実施状況

県スポーツ協会が主催するスポーツ少年団のリーダーを育成する「ジュニア・リーダー

スクール」やスポーツ少年団員の交流活動を推進する「スポーツ少年大会」、スタートコ

ーチ養成講習会の開催をそれぞれ支援し、地域のスポーツ少年団で模範となって活動する

団員とスポーツ少年団の理念を学んだ指導者を育成した。

イ 施策の今後の方向性

スポーツ少年団の指導に当たり、公認のスポーツ指導者の資格が必要となったため、引

き続き、県スポーツ協会が実施するスポーツ少年団の指導者養成に対して支援を行う。ま

た、スポーツ少年団の活動が勝利至上主義から脱却し、自発的な運動から得られる「楽し

さ」を享受できる機会となるよう、県スポーツ協会等と連携し地域に根差したスポーツ少

年団の育成と活動の活性化を図る。

(3) 公共スポーツ施設等の活用・充実（条例第20条）

ア 施策の実施状況

わたＳＨＩＧＡ輝く国スポ・障スポに向けて、会場となる施設の整備を進めた。主会場

となる彦根総合スポーツ公園の再整備については建築・造成工事等を実施しており、令和

4年12月に第 1 種・第 3種陸上競技場が完成し、令和 5年 4 月から供用を開始した。滋賀

アリーナ整備については、令和 4年 9 月に整備が完了し、12月から供用を開始した。また、

（仮称）草津市立プールの整備については草津市に対して「（仮称）草津市立プール整備

・運営事業に関する基本協定書」に基づき財政支援しており、令和 6年 6 月に供用開始を

予定している。

イ 施策の今後の方向性

わたＳＨＩＧＡ輝く国スポ・障スポの競技会場としてだけでなく、県民のスポーツ・健

康づくりの中核施設となるよう、周辺環境等にも配慮しながら、諸施設の整備を着実に進

めていく。

また、県立スポーツ施設のネーミングライツパートナーや広告事業等を活用した歳入確

保を図るとともに、施設のオンライン予約の導入を進めていく。

(4) 琵琶湖などの自然を活かしたスポーツの推進（条例第16条、第17条）

ア 施策の実施状況

びわ湖毎日マラソンとびわ湖レイクサイドマラソンの伝統を引き継いだ新たな市民マラ

ソン大会「びわ湖マラソン」の第一回大会を開催し、県内外から多くの選手に参加いただ

いた。（エントリー数 7,263 人）
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また、ＢＩＷＡＫＯクロカンや新型コロナウイルス感染症の影響により中止となってい

た朝日レガッタを 3年ぶりに開催した。（ＢＩＷＡＫＯクロカン参加者 1,324 人、朝日レ

ガッタ参加者 999 人）

イ 施策の今後の方向性

びわ湖マラソンについては、琵琶湖岸を走るコースや滋賀県の特産品の提供により、県

内外から参加する多くのランナーの方々にスポーツや滋賀の魅力を発信しながら、地元地

域の皆様からもランナーの皆様からも愛される大会として定着を図っていく。

また、朝日レガッタについては本県を代表する湖上スポーツ大会の一つとして障害者種

目の参加拡大等に取り組み、ＢＩＷＡＫＯクロカンについては希望が丘文化公園の競技環

境を活かし、参加者のさらなる拡大に向けて内容の工夫に取り組むなど、さらに充実した

大会にしていく。

（政策４）スポーツを通じた連携・協働による地域の活性化

【政策目標】

大学、企業、地域、スポーツ団体等のさまざまな団体が、スポーツを通じて主体的に連携・

協働することにより地域の活性化を目指す。

計画 現 状 目標 達成 評
指 標

策定時 H30 R元 R2 R3 R4 R4 率(%) 価

Ⅱ スポーツの力で「元気な地域」を創る！

指 ４ スポーツを通じた連携・協働による地域の活性化

標

⑨ 民間団体等の実 155件 144件 128件 54件 96件 106件 200件 0 Ｂ

施するスポーツ (H28) 以上

イベントへの県

の後援件数

⑩ スポーツ・レク 1,002万 1,091万 1,105万 795万 876万 983万 1,200万 0 Ｂ

リエーションを 人 人 人 人 人 人 人以上

目的とする観光 (H28)

入込客数（暦

年）
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⑪ 滋賀県を本拠地 60,844 95,753 73,262 35,211 42,174 89,860 100,000 74.1 Ｂ

とするプロスポ 人 人 人 人 人 人 人以上

ーツチーム等の (H29)

ホームゲーム観

客数

【施策の総括】

民間団体等の実施するスポーツイベントへの県の後援件数は、感染症対策を講じてイベント

が開催されたことにより前年度に比べ増加しているが、コロナ禍前の水準までは至っていな

い。

スポーツ・レクリエーションを目的とする観光入込客数は令和 3年比で12.2％増、ビワイチ

体験者数は同年比で16.7％増となり、コロナ禍からの着実な回復が見られる。

滋賀県を本拠地とするプロスポーツチーム等では、新型コロナウイルス感染症対策に伴う入

場制限が撤廃されたことにより、ホームゲーム観客数は増加に転じ、コロナ禍前の水準に戻り

つつある。

地域の活性化やスポーツ振興につながる取組を、スポーツ団体等の多様な団体と連携しなが

ら進めていく。

【施策の実施状況および今後の方向性】

(1) 地域とスポーツ団体との連携・協働の推進（条例第11条、第17条）

ア 施策の実施状況

県スポーツ協会、一般社団法人滋賀県障害者スポーツ協会、各市町、各競技団体等と連

携して、年齢や性別、障害の有無に関わらず誰もが参加できる「滋賀県民総スポーツの祭

典」を通年開催した。（参加者31,441人）

市町のスポーツ推進委員と連携しながら、ニュースポーツの体験やスポーツの取組事例

の発表等の各種スポーツ推進に係る事業を実施した。また、ＹＭＩＴアリーナで全国スポ

ーツ推進委員研究協議会滋賀大会を開催し、シンポジウムや事例研修等を通じて推進委員

の資質向上に努めるとともに全国から集まったスポーツ推進委員との交流を図った。（参

加者 2,117 人）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に伴う活動の自粛により、練習や試合等の

スポーツ活動の中止または縮小を余儀なくされたスポーツ団体等に対して、スポーツ活動

の再開に当たって講じる感染症対策に係る経費について支援を行った。（ 171 件）

イ 施策の今後の方向性

滋賀県民総スポーツの祭典に様々な世代の方が参加できるよう、親子で参加できる部門
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の創設等の内容の充実を図るとともに、さらなる取組について、市町や競技団体等で構成

される滋賀県民スポーツ大会検討委員会等で議論を進める。

また、スポーツ推進委員の人材確保と活動の活発化に向けて、市町との連携を強化して

いく。

(2) 大学・企業等とスポーツ団体との連携・協働の推進（条例第17条）

ア 施策の実施状況

高い競技力を有する企業や大学等を指定（16団体27競技）して強化事業を実施し、第77

回国民体育大会でもボート、ホッケー、バレーボール、バスケットボールの実業団チーム

や陸上競技の大学運動部、馬術のクラブが活躍した。

また、医科学サポートスタッフを競技団体が実施する強化練習会に派遣し、滋賀県選手

団のコンディション維持に貢献した。

加えて、スポーツ科学を専門とする立命館大学、びわこ成蹊スポーツ大学に対し、競技

力向上にかかる連携強化に向け、具体的な連携内容を明示し、協力依頼を行うとともに、

わたＳＨＩＧＡ輝く障スポに向け不足するスタッフへの学生の参画に向け、県内大学に対

し協力依頼を行った。

イ 施策の今後の方向性

成年選手の競技力の向上に向けて、引き続き、大学・企業等とスポーツ団体との連携・

協働に取り組み、サポート体制を充実していく。

特に、大学に対しては、 2年後に迫るわたＳＨＩＧＡ輝く国スポ・障スポに向けた競技

力向上やスタッフ確保への協力依頼をより積極的に行うことで連携を強化する。

(3) スポーツイベント、トップアスリート等を活かした地域の活性化（条例第16条、第17条）

ア 施策の実施状況

びわ湖毎日マラソンとびわ湖レイクサイドマラソンの伝統を引き継いだ新たな市民マラ

ソン大会「びわ湖マラソン」の第一回大会を開催し、県内外から多くの選手に参加いただ

いた（エントリー数 7,263 人）。琵琶湖岸を走るコースや滋賀県の特産品の提供により、

県内外から参加する多くのランナーの方々に滋賀の魅力を発信することができた。

第30回全国中学校駅伝大会を希望が丘文化公園のクロスカントリーコースで開催し、全

国から中学生ランナーに参加いただき、学校教育の一環として心身ともに健康な生徒の育

成および相互の親睦等を図るとともに本県の魅力発信につなげた。（参加校数男女各48校、

関係者・応援等約 8,500 人）

また、新型コロナウイルス感染症の影響により2027年に再延期となったワールドマスタ

ーズゲームズ2027関西の開催に向けて、改めて大会機運の醸成を図った。

イ 施策の今後の方向性

びわ湖マラソンについては、参加者向けオプションツアーや宿泊プランの商品化、また、

外国人参加者の募集などにより、滋賀の魅力発信にも取り組みながら、さらに充実した大

会にしていく。
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全国中学校駅伝大会については、日本中学校体育連盟が主催する競技大会との趣旨を踏

まえつつ、滋賀県や開催市となる野洲市の魅力発信に取り組みながら、今後も全国から集

まる選手や応援者を温かく迎えられる大会にしていく。

ワールドマスターズゲームズ2027関西については、開催市実行委員会や競技団体の状況

の変化を踏まえて課題を整理するとともに、大会の機運醸成に向け組織委員会等と連携し

て効果的な広報を展開する。

(4) スポーツの成長産業化（条例第11条、第17条）

ア 施策の実施状況

県内のプロスポーツチーム等（滋賀レイクスターズ、東レアローズ、レイラック滋賀Ｆ

Ｃ（旧ＭＩОびわこ滋賀）、滋賀ＧＯブラックス）の試合会場において、県内で開催され

る大規模スポーツ大会の周知と機運醸成を図るとともに、チームの保有するＳＮＳ等を活

用して、大規模大会の周知のほか、運動・スポーツ実施率の向上や障害者スポーツの理解

促進を目的とした啓発を実施した。

県内のプロスポーツチーム等がホームゲームの実施に当たって取り組む感染症対策に対

し支援を行った（ 3チーム）。

また、ビワイチについては走行距離や訪れた施設に応じてポイントを貯める機能をアプ

リに実装し、貯めたポイントに応じて抽選で特典を付与する「サイクリングマイレージ」

やデジタルスタンプラリー等の取組により、ビワイチ体験者数の増加や県内の周遊促進を

図った。

イ 施策の今後の方向性

引き続き、県内のプロスポーツチーム等の発信力を活用し、大規模スポーツ大会の周知

と機運醸成を図るとともに、障害者スポーツの理解促進、湖上スポーツ等の魅力発信に取

り組む。また、琵琶湖を一周する「ビワイチ」ルートだけでなく、県内各地の観光地や景

勝地などを周遊する「ビワイチ・プラス」ルートをより一層ＰＲするとともに、家族連れ

やサイクリング初心者を対象としたイベント等を通して、誰もが楽しめる「ビワイチ」を

推進する。

（基本方針Ⅲ）スポーツの力で「感動の滋賀」を創る！

（政策５）国体・全国障害者スポーツ大会等に向けた競技力向上と競技者の拡大

【政策目標】

「選手の育成・強化」「指導体制の充実」「強化拠点の構築・環境整備」の取組を推進する

ことにより、競技力の向上と競技者の拡大を図る。
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計画 現 状 目標 達成 評
指 標

策定時 H30 R元 R2 R3 R4 R4 率(%) 価

Ⅲ スポーツの力で「感動の滋賀」を創る！

指 ５ 国体・全国障害者スポーツ大会等に向けた競技力向上と競技者の拡大

標

⑫ 国体総合順位 39位 31位 30位 - - 20位 8位以内 61.3 Ｂ

(H29)

⑬ 県障害者スポー 773人 757人 708人 150人 562人 581人 1,000人 0 Ｂ

ツ大会の参加者 (H29) 以上

数

【施策の総括】

3年ぶりの開催となった第77回国民体育大会（本大会）において、本県は順位こそ県競技力

向上基本計画で定める目標（10位台への進出）に届かなかったものの、総合得点や入賞数など

の項目で目標を上回ることができた。その一方で、今大会で得点をあげた競技のほとんどはこ

れまでより入賞実績のあるものに限られている。

4年ぶりに開催された全国障害者スポーツ大会には、個人 7競技48種目に出場し、39種目で

メダルを獲得した。団体種目でも 2競技で近畿大会を突破し、ソフトボール競技においては、

銅メダルを獲得する活躍であった。

県障害者スポーツ大会は、コロナ禍でチーム練習ができなかったバレーボール競技を除き感

染症防止対策を講じながら開催し、 581 人（のべ 604 人）の参加があった。障害者の社会参加

の機会として、多くの方が参加できる環境づくりに引き続き努める。

また令和 4年度においては、各競技団体が検討を行ってきた成年選手構想を集約し、今後確

保が必要な選手数等を「成年選手確保計画」として取りまとめ、共有することができた。今後

は同計画に基づく成年選手の確保や、本国体未入賞・未出場競技での得点獲得に向けた戦略的

支援を通じ、わたＳＨＩＧＡ輝く国スポにおける目標である総合優勝の達成に向け取り組む。

あわせて、わたＳＨＩＧＡ輝く障スポにおける目標である全種目出場に向け、不足する選手・

スタッフの確保に取り組む。

【施策の実施状況および今後の方向性】

(1) 選手の育成・強化（条例第19条）

ア 施策の実施状況
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県内在住の小学 5年生を「滋賀レイキッズ第 9期生」に認定（40人）し、 8 期生、 9 期

生に対し育成プログラム（計25回）を実施したほか、令和 4年度よりレイキッズセレクト

プログラム受検者が参加できる「トライキッズ」を設置し、トライキッズ生の登録を促し

た。また、競技団体に対し、トライキッズが参加できる事業の実施を働きかけた。

ターゲットエイジの中から強化指定選手として指定証を交付（43競技 793 人）し、競技

ごとに強化事業を実施するとともに、令和 2年度に鹿児島国体の延期により影響を受けた

選手に対しても、引き続き支援を行った。また、「高校生トップアスリート支援事業」に

おいて、本県の代表として活躍が期待できる選手への支援を行い、優秀な選手の県外流出

の抑止に努めた。

令和 5年 1月から、わたＳＨＩＧＡ輝く障スポに向けて大会強化指定選手を集めた個人

種目の強化練習会を開始した。

パラスポーツチャレンジプロジェクトでは、県内の大学生を連携先の特別支援学校に派

遣し、運動部活動の支援を実施した。

イ 施策の今後の方向性

県スポーツ協会で雇用する「スポーツ特別指導員」をはじめ、上位入賞が期待できる選

手に対する個人指定強化対策を充実し、さらなる競技力の向上を図る。また、わたＳＨＩ

ＧＡ輝く国スポ開催年に少年種別として出場する世代であるターゲットエイジの高校進学

に伴い、強化拠点校の機能を「拠点の構築」から「国スポ選手の育成・強化」へシフトす

るとともに、支援の重心を強化拠点校単独の強化から県代表となる選抜メンバーの強化へ

移行する。

わたＳＨＩＧＡ輝く障スポに向け、大会強化指定選手を集めた強化練習会の人数および

内容の充実を図ることで、大会に出場する選手が自信を持って大会に臨むことができるよ

う取り組む。

(2) 指導体制の充実（条例第19条）

ア 施策の実施状況

強化拠点校に優秀指導者を派遣する対象校（部）を18校21部とし、専門的な競技指導の

できる指導者の配置を行い、継続して選手への指導ができる体制を整備したほか、競技団

体等が実施する強化事業に全国的に優秀な指導者を定期的に招へいし、直接指導を受ける

ことで選手の競技力向上、県内指導者の資質向上を図った。

また、競技団体の指導力と組織力強化を図るため、各競技団体のプロジェクトチームリ

ーダーを集め、専門の講師による研修会を開催した。

イ 施策の今後の方向性

「スーパーアドバイザーコーチ招聘事業」の対象競技を拡充し、各競技団体の指導体制

の充実を図るとともに、県内外の大学等へのアプローチを強化し、将来の指導者となる優

秀な選手の確保に努める。

(3) 強化拠点の構築・環境の整備（条例第19条）
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ア 施策の実施状況

強化事業に児童生徒や教員が円滑に参加できるよう、出席や服務の取扱いについて教育

委員会と調整のうえ方針を定めることができた。

アスリートに向けた医科学サポートに向け、開催年に向けた選手のメディカルチェック

システム構築、女性アスリート特有の課題解決に向けた医療機関受診支援、ドーピング防

止に向けた「アスリートおくすり手帳」の制作を行った。

障害者スポーツにおいては、令和 3年に取りまとめた「選手・スタッフ構想」に基づく

スタッフ確保に取り組み、新たに29人のスタッフを確保することができた。

イ 施策の今後の方向性

教職員が指導者や選手として強化事業に参加する際に生じる所属校への負担軽減のため、

教育委員会と連携し、非常勤講師の配置等の措置を講じるとともに、トレーナーをはじめ

とする医科学サポートスタッフの派遣回数の拡充、国体派遣選手に対するメディカルチェ

ックシステムの試行対象競技・種別の拡充、選手や指導者、医療機関等に対するアンチ・

ドーピング啓発活動の充実を図る。

加えて、アスリートの活躍情報の積極的広報を通じ、機運の醸成に努める。

（政策６）地域の特性を活かした大会レガシーの創出

【政策目標】

国体・全国障害者スポーツ大会等の開催を契機として、地域の特性を活かした滋賀らしいレ

ガシーの創出を目指す。

計画 現 状 目 標 達成 評
指 標

策定時 H30 R元 R2 R3 R4 R4 率(%) 価

Ⅲ スポーツの力で「感動の滋賀」を創る！

指 ６ 地域の特性を活かした大会レガシーの創出

標

⑭ オリンピック・ 3市 5市 5市 5市 5市 5市 6市町 66.7 Ｂ

パラリンピック (H28) 以上

のホストタウン

を通じて海外と

の交流を始めた

市町数
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⑮ スポーツボラン 334人 1,789 3,379 3,629 3,823 4,115 2,000人 100 Ａ

ティア登録者数 (H28) 人 人 人 人 人 以上

（本県ボランテ

ィア登録システ

ム利用）※再掲

⑯ 成人（男・女） 男35.6% 39.7% 45.6% 50.1% 55.2% 56.7% 65%以上 71.8 Ｂ

の週 1 回以上の 女36.8% 40.0% 42.4% 47.4% 48.6% 49.2% 65%以上 44.0 Ｂ

スポーツ実施率 (ともに

※再掲 H28)

【施策の総括】

オリンピック・パラリンピックのホストタウンを通じて海外との交流を始め、ホストタウン

に登録されている市町数は 5市あり、そのうち大津市と甲賀市がホストタウン国との交流事業

や、パラスポーツ体験会を実施した。

スポーツボランティア登録者数は、ボランティアを確保・育成する「ゲームコンダクターＳ

ＨＩＧＡ」を通じて順調に推移している。

成人の週 1回以上のスポーツ実施率は年々上昇しているものの、男女共に目標は達成できず、

また年齢別では20歳台から40歳台までの働き盛りの世代の実施率が低くなっている。

【施策の実施状況および今後の方向性】

(1) シンボルスポーツの創出（条例第17条）

ア 施策の実施状況

大津市は東京2020オリンピックのボート（ローイング）競技で金メダルを獲得したニュ

ージーランドの代表選手とチームスタッフを招いて交流イベントや合同練習会を開き、甲

賀市はボッチャの体験会を市内各地で開催した。

わたＳＨＩＧＡ輝く国スポ・障スポの開催に向けて、会場地市町の選定を進め、全競技

の会場地を決定するとともに、競技会場となる施設を整備する市町に対して支援を行った。

また、市町と連携したイベント啓発に加え、広報誌の発行やメディア、屋外広告など、愛

称・スローガン・マスコットキャラクター・イメージソングを活用した様々な広報啓発活

動を展開するとともに、令和 4年 7 月に本県開催が正式決定したことを契機とした、開催

決定イベントの開催、新たな広報ポスターの制作、駅特別装飾の実施、大会専用ホームペ

ージリニューアルに取り組み、大会開催の周知と機運醸成を図った。

イ 施策の今後の方向性

ホストタウン相手国との交流をレガシーとして、対象競技を地域のシンボルスポーツと
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して普及させていくとともに、 2年後のわたＳＨＩＧＡ輝く国スポ・障スポの開催競技を

シンボルスポーツとして定着させ、未来へ継承できるよう関係市町等の取組を支援する。

また、同大会に係る各競技会の開催に向けた準備が円滑に進むよう、市町、競技団体に対

する支援を行う。あわせて、 2年前イベントの開催、公式ポスターの公募制作などの取組

を実施することにより、さらなる機運醸成が図れるよう発信していく。

(2) 大会運営等のノウハウの継承（条例第17条）

ア 施策の実施状況 ※再掲（政策４（ 3）ア）

びわ湖毎日マラソンとびわ湖レイクサイドマラソンの伝統を引き継いだ新たな市民マラ

ソン大会「びわ湖マラソン」の第一回大会を開催し、県内外から多くの選手に参加いただ

いた（エントリー数 7,263 人）。琵琶湖岸を走るコースや滋賀県の特産品の提供により、

県内外から参加する多くのランナーの方々に滋賀の魅力を発信することができた。

第30回全国中学校駅伝大会を希望が丘文化公園のクロスカントリーコースで開催し、全

国から中学生ランナーに参加いただき、学校教育の一環として心身ともに健康な生徒の育

成および相互の親睦等を図るとともに本県の魅力発信につなげた。（参加校数男女各48校、

関係者・応援等約 8,500 人）

また、新型コロナウイルス感染症の影響により2027年に再延期となったワールドマスタ

ーズゲームズ2027関西の開催に向けて、改めて大会機運の醸成を図った。

イ 施策の今後の方向性 ※再掲（政策４（ 3）イ）

びわ湖マラソンについては、参加者向けオプションツアーや宿泊プランの商品化、また、

外国人参加者の募集などにより、滋賀の魅力発信にも取り組みながら、さらに充実した大

会にしていく。

全国中学校駅伝大会については、日本中学校体育連盟が主催する競技大会との趣旨を踏

まえつつ、滋賀県や開催市となる野洲市の魅力発信に取り組みながら、今後も全国から集

まる選手や応援者を温かく迎えられる大会にしていく。

ワールドマスターズゲームズ2027関西については、開催市実行委員会や競技団体の状況

の変化を踏まえて課題を整理するとともに、大会の機運醸成に向け組織委員会等と連携し

て効果的な広報を展開する。

(3) スポーツボランティア活動の取組（条例第18条）

ア 施策の実施状況 ※再掲（政策２（ 3）ア）

県内で開催する大型スポーツイベント等に向け、スポーツボランティアを確保・育成す

る「ゲームコンダクターＳＨＩＧＡ」に、令和 4年度末時点で累積 4,115 人にボランティ

ア登録をいただいた。

スポーツボランティア文化の定着を図ることを目的に、行政やプロスポーツ団体等で構

成された「しがスポーツボランティア協議会」がボランティアに関する基礎知識や救命救

急講習など多様なジャンルの研修を実施（研修実施回数12回）したほか、各種団体等が主

催する大会やイベント等について活動の場を提供した（活動者数のべ 893 人）。また、オ
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リンピック 4大会連続出場の福士加代子氏をゲストに招き、ボランティア同士の交流会を

開催したことにより、活動促進につながる機運の創出ができた。

さらに、ボランティア活動参加のきっかけとするため、実際の活動の様子を紹介するＰ

Ｒ動画を作成し、ホームページ等で公開した。

イ 施策の今後の方向性 ※再掲（政策２（ 3）イ）

今後予定されている大規模スポーツイベントでボランティアとして活躍していただくた

めに、研修等を通じてスポーツボランティアの養成を進めていくとともに、多くの経験を

積んでいただけるよう、多様なスポーツイベントでの活動機会の提供に取り組んでいく。
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